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寺 尾 琢 磨 名 誉 教 授 略 歴

大正13年 3 月 慶 応 義 塾 大 学 経 済 学 部 卒 業  '
15年 4 月慶応義塾大学瘙済学部助手に採用され，大学予科講姉を兼務 

昭和 4 年11月虔虑義塾派遣留举生として統計学研究のため英 * 仏 • 独の三国に® 学。昭和？年 1 月帰国 

7 年 4 月 慶 応 義 塾 大学 経済 学部 助教 授  

8 年 4 月 慶 応 義 塾 高 等 部 教 員 を 兼 務  

9 年 4 月 慶 応 義 塾 大 学 経 済 学 部 教 授 '
22年 3 月 大 学 学 生 部 長 を 兼 務 。昭和23牟 6 月まで在任  1 ；

23年 3 / 1 慶応義塾高等学校長を兼務。昭和28年 9 月‘まで在住 

■ 25年12月 経 済 学 博 士 の 学 位 を 得 る  _ '
32年10月龠応義塾大学経済学部長およが大学院研究料 # 員長。昭和34年 9 月まで在住  '
36年 1 用慶応義塾大学産業研究所所員を兼務。昭和36年 3 月まで在任 

36年10月慶応義塾大学産業研究所副所長を兼務。昭和37年 9 月まで在任 

37年 11月慶応義塾大学産業研究所副所長を再び兼務。昭和40年12月 ま で 在 任 .
40年10月 . 慶応義塾大学国際センター所長:を兼務。昭和44年 1 月まで在任  -
42年1 0 /丨慶応義熟大学大学院社会学研究科委員長を兼務。昭和44年 1 月まで在任 

44年 3 月 慶 応 義 塾 大 学 を 定 年 退 職  

44年 4 月慶応義塾大学経済学龢名誉教授  ，•

現在の役職

日本家族計画連盟理事長 

厚生劣人ロ問題研究所評議員 

ト]木統計学会名誉会員 

日字人口学会理事 

U 木経济研究センタ一理辦 

社会保障研究所監事 

国際家族計画協力会議委員

40. 8. 18 〜現在

38. 1. 1 〜 現在

42. 〜現在

39. 6. 〜現在

39. 4. 22 〜現在

39. 12. 21 〜 現 在

過去に歴任した役職

文部省学生対策委員会委員  .
文部潘科学研究费配分•議会辟捫委員

文 部 劣 大 学 設 置 審 讅 会 専 鬥 荽 員 4 0 ,4 . 1 〜42. 3, 31
丨:丨木ュネスコ国内委員会調迩委員 3 7 .7 .6 - 3 8 .3 .3 1 ,3 8 .  7 . 1 - 3 9 . 3 . 3 1 , 3 9 .  4 . 1〜40. 3. 31 
厚生省中央社会保険医療協議会公益委員 

「丨木統計学会理祺 . 会長 (40年，41年）

皿論経済学会および評量経済学会両迪事

文部将統計学研究迚絡荽員会要員

厚 生 劣 人 口 問 題 審 議 会 麥 員 饥 11. 卜 观 5. 3 1 5 期

文部竹外国人留学生 • 盗-員会婆貝

地域開発研究所所長： 40.10. 20〜44. 5, 27

寺 尾 琢 磨 名 誉 教 授 著 作 目 録

著 』 ：：室  . ' ’ ,-a_____  _M .

「人口食掼問題」世 界 経 済 問 題 講 座 第 4 部 春 秋 社 昭 和 7 年。

「日本人口問題j 世 界 経 済 問 題 講 座 第 5 部 春 秋 社 昭 和 8 年<*
「統計学の理論と方法 j 有 斐 閣 昭 和 14牟。

「統計学』慶 応 義 塾 大 学 誠 座 経 済 学 慶 応 出 版 社 昭 和 14年。

「経済統計学」慶 応 義 塾 大 学 講 座 経 済 学 慶 応 出 版 社 昭 和 14年，

「経済学研究のための基礎数学」 ’ 慶 応 出 版 社 昭 和 14年。

「日本人口論j 現 代 経 済 新 書 慶 応 出 版 社 昭 和 16年。

「統計学 (全 ) 」卑 応 義 塾 大 学 講 座 経 済 学 慶 応 出 版 社 昭 和 16年。

「経済統計論」慶 応 義 塾 大 学 講 座 経 済 学 瘦 応 出 版 社 昭 和 17年。

「統許学费論」 慶 応 出 版 社 昭 和 22年。

「人 0 理論の展開」現 代 経 済 学 叢 書 東 洋 経 済 新 報 社 昭 和 23年。

「統計学入門」入 門 経 済 学 叢 書 j 文 社 昭 和 23年。 ’
「統計学」慶 応 義 塾 大 学 通 信 教 育 教 材 慶 応 通 信 株 式 会 社 昭 和 26年。

「人口問題」慶 応 義 塾 大 学 通 信 教 育 教 材 慶 応 通 信 株 式 会 社 昭 和 26年。

「教育の経済学 j 日本経済叢書 . 同 文 館 昭 和 31年。 ’  .

訳 書

「マルサス人口論 (第 6 版) 」，（伊藤秀一氏と共訳 ) ，経 済 学 古 典 叢 書 岩 波 書 店 上 巻 昭 和 4年 , 下巻昭和5年 

「マルサス人口論（第 6 版) j 慶 応 出 版 社 昭 和 16年。 . '
「ザワツキー経済学に応用された数学 j 日本評論社 昭和 17年。，

「ジ x ポンス経済学の理論」 （小泉信三 • 永田清両氏と共訳 ) 日本評論社昭和 19年，

■ ■
編  書

「人口」（高垣寅次郎氏と共編 ) ， らいぶらりい . し り い ず 有 斐 閣 昭 和 33年。

「雇用」 日本経済の分析 4 春 秋 社 昭 和 34年。

' .  ' . 三 田 学 会 雑 誌 掲 載 論 文

数 理 学 派 に 於 け る 利 用 通 減 理 論 18巻11号 大 正 13年。

Johann Heinrich von ThUnen"の自然賃銀論に就いて；.19卷12号 . 大 IE14年<>
Voti Thi inenに於ける遊離的数学的方法に就いて . 21卷11号 昭 和 2 年。 ■
ユンリコ•バロー  ネの独占論（経済理論の図形的表現の一例 ) 22巻 4 号 昭 和 3 年。 -

統計数字比較の問題一一ジィ• ジ* —クの方法論的考察に就て一一 22卷 9 号 昭 和 3 年0 
指数の性質に関するFkskKmpenめ 所 説 . 23巻 7 号 昭 和 4 年》 ， .
人 口 減 退 と そ の 経 済 的 意 義 26巻 10号 昭 和 7 年。 、

新マルサス運動の先駆者フランシス • プ レ ー ス と 典 の 時 代 27卷 4 号 昭 和 8 年》 ハ '，、

，都 会 と 農 村 の 分 類 に 就 て 28巻 4 号 昭 和 9 年。

  2 1 1 (977)  ■ ■ ■ ■

挪If補r 冷 打 ■ 叫 議 痛 丨 奪̂ ^ ^ 娜攸a奶於̂ 切k次饭汉挪碎來做y 作驢被技は̂



•吹中せyi"；かw热 よ识钻g攻城yt,咿 鄉 软 微 其 愚 t娜 戚 礙 沾 Vな湖:^. . . . ■ . . .  . . ^ ぬ̂ ^ 職いぶ政Vめ: ^ 似砂狡幻:̂ 微撕纪こ^ ^ ^ ^

寺尾琢磨名替教授著作目録

Harvard B arom eterの 内 容 の 変 遷 .'2 8卷11号 昭 和 9 年 '
統訐的長期傾向値と理論的発展正常値邪卷 4 号 昭 和 10年*
季 節 変 動 の 統 計 的 測 定 に 就 て 29巻 9 号 昭 和 10年。

具体的需袈丨111線の導出に就て—— -H. S ch u ltzを中心として一 • 30卷 2 号 昭 和 11年。

ヘ ン リ ー . ム ー ア の具体的動的均衡の 理論 体系 に就 て 30巻 7 号 昭 和 11年。

ナ チ ス 人 口 政 策 概 論 30卷 12号 昭 和 11年。 .•
天 体 的 景 気 理 論 の 二 つ の 基 型 31巻 6 号 昭 和 12年。

仏 蘭 西 人 口の 危機 と対 策，31巻 9 号 昭 和 12年。 *
法則に於ける必然性と蓋然性----- S ta t is t ik よりB tochastikへの転化一 — 32卷: 3 号 .昭和13年》

統 計 比 較 の 本 質 と 限 界 に つ い て 32巻 7 号 昭 和 13年 •
クールノ」 「富の理論j の出版百年に’際 し て 32巻12号 昭 和 13年。， 、

部分と全体一一■試料に於ける誤差の本質一 一 33卷 2 号 昭 和 I 4年。

統 計 的 平 均 値 の 理 論 的 構 造 33巻 6 号 昭 和 14年。

断種法の理念とその人口政策的意義；33巻12号 昭 和 14年。

人口性比のS 形 態 34卷 4 号 昭 和 15年。

優 生学的人口政策の消極面と積極面 34巻 9 号 昭 和 15年。

国家政策に於ける統 計の 任務 と限 界 34巻10号 昭 和 15年6 
社会科学及び自然科学と統計学との関聯を論ず一応用統計学の可能性に関する議論一 

出 生 減 の 原 因 と 対 策 の 鉴 調 35卷10号 昭 和 16年。

マルサス人口論に現はれた南海諸島 '3 6 卷 4 号 昭 和 17年。 .
坐 産 指 数 の 諸 問 題 37巻 1 号 昭 和 18年。

W . S . ジ :n ヴォンスの r石炭問題 j  37巻 6 号 昭 和 18年。

銃計学者としてのW . S . ジ ェ ヴ ォ ン ス 38卷 1 号 昭 和 19年。

支 那 総 人 口 の 推 定 38卷 7 号 昭 和 19年。

過 剰 人 口 の 概 念 に つ い て 39卷 5 号 昭 和 21年。 • •
国 民 優 生 法 改 造 私 案 40卷10 * 1 1 . 12号 昭 和 22年。

ア メ リ 力 の 見 た 日 本 人 ロ 問 題 44卷 1 号 昭 和 26年。

家 族 計 画 と そ の 人 口 政 策 的 意 義 47卷 8 号 昭 和 29年 •
人 口 政 策 の 概 念 を 規 定 す る 48卷11号 昭 和 30年。

人 口 老 化 を 巡 る 諸 問 題 50巻10 . 1 1 号 昭 和 32年。

人 口 質 を め ぐ る 若 干 の 考 察 54卷 1 号 昭 和 36年。

小康先坐と理論経済学〔小康信三博士追悼特集〕 59巻 11号 昭 和 41年。

35巻 3 号 昭 和 16年 #

論 文 （三田学会雑誌を除く）

‘OSKAR L A N G E の均衡破壊係数に就て，’ 日本統計学会年報，第 5 年 日 本 統 計 学 会 昭 和 11年。

‘ジュ - スミルヒの単袈論” R本統計学会年報，第12年 丨 ：1本 統 計 学 会 昭 和 11年。

‘ウィリアム . スタンレー • ジ ;n ヴォンス”季 刊 理 論 経 済 学 第 2 卷，第 1 号 來 洋 経 済 新 報 社 昭 和 26年。 

‘我国の人口問題” 季刊理論経済学，第 3 巻，第 2 号 束 洋 経 済 新 報 社 昭 和 27年*
‘後進経済の発展と人口驳因” 日本人口学会紀驶 No. 4 日本人口学会昭和 38年。

‘現代世界の人口論争” 南亮三郎，館 稔 編 「世界の人口問題 j 所 収 . 勁 草 書 房 昭 和 38年。 .
•マルサスとマルクス”抱亮竺郎 • 館 稔 編 「マルサスと现代j 所 収 勁 萆 嗇 房 昭和41年*
‘近代化と教育” 慶応翁塾経済学会編「日本経濟の近代化J 所 収 來 洋 経 済 新 報 社 昭 和 42年。

‘ウィリアム • スタンレー • ジ尤ヴォンス，’ 季刊理論経済学，第 2 卷，笫 1 号 來 洋 経 済 新 報 社 昭 和 26年 4
212(978)
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英 文 論 文

'Outline o f  the Birth-control Movement in Japan/* J a im ese  National Commission for UNESCO, 1960. 
The Meaning of Population P o licy /1 reported in the 5th Conference of International Planned Parenthood 

Federation, 1955.
"Development of Backward Economy and Its Demographic Factors,” Archives of the Population Associa­

tion of Japan, No. 4 , 1 9 6 3 . 、 ..
The Role of Education in the Social and Economic Development of Japan,” Japanese National Commission 

for UNESCO, 1966.
Thd Itttpact of Abortion to Fam ily 卩丨社油丨!^ ，，’ reported in the 8th Conference of International Planned * 

Parenthood Federation ;in Chile, 1967.
"The Impact of Education for Fam ily Planning(,; reported in the W estern PaciHc Regional Seminar and 

. Training, International Planned Parenthood Federation W estern Pacific Region, in Korea. 1968.

辞 (事)典罈集および執筆

「統計学辞典 j ’ 東样経済新報社 : 昭和26年。 ，

執筆項目’■..「人口統計総論 」 r.r適度人口 j 「アーヘンワ. 一 ル (伝記) j 。 
r経済学大辞-典j (編集委員I 柬洋経済新報社昭和 30年。 ' •

執 筆 項 目 「適度人口」 :
「人口大事典 ' ( 輝集委員） 平 凡 社 昭 和 32年。

執 筆 項 目 「適度人口の理論 j r過 #!！および過少人ロの理論」卩世界の人ロ（古 代 • 中 世 • 近世)」す家族計 

幽の理論j 「出生制限の歴史j | 産免調節運動の歴史」「出生制限に関する外国の法制」「出生制限jこ関す 

る日本の法制：] 「家族計® に対する反対論」。

「統計学大辞典」 東洋経済新報社昭和 37年 . ,
執 ■ 項 目 「人口成長の測定 j

213(979)


